
科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

車輌運搬具 256,772 228,298 28,474

什器備品 6,403,906 5,331,773 1,072,133

ソフトウェア 25,966,516 23,584,674 2,381,842

電話加入権 343,678 0 343,678

保証金 185,000 0 185,000

計 33,155,872 29,144,745 4,011,127

３．公益目的保有財産の明細 (単位：円）

財産種別
公益認定前取得
不可欠特定財産

公益認定後取得
不可欠特定財産

その他の
公益目的保有財産

使用事業

車輌運搬具 28,474 公益事業

什器備品 851,713 公益事業

ソフトウェア 2,367,442 公益事業

電話加入権 268,694 公益事業

電話加入権 52,489
公益事業､その他
事業と共有

保証金 185,000 公益事業

合計 0 0 3,753,812

財務諸表に対する注記及び付属明細書

（1）公益法人会計基準の採用

「公益法人会計基準(平成20年12月1日適用)」を採用している。

（2）固定資産の減価償却の方法

車輌運搬具、什器備品は旧定率法、平成19年4月1日以降に取得した資産は定率法によっている。

ソフトウェアは定額法によっている。

（3）リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引に

（4）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式を採用している。

２．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

１．重要な会計方針

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。
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